
令和8年度沖縄県IT資産管理システム賃貸借に係る質問及び回答について

令和8年5月15日

 №
資料名・項

目
該当
項

該当
行

該当項目 質問内容 回答

1

別紙2_IT
資産管理
システム要
求仕様
書.pdf

3.8
サ
ポー
ト条
件

1 沖縄県情報
基盤整備課
との連絡手
段、窓口、時
間帯の要件
を満たすこと

窓口、時間帯の要件を詳しく教え
て頂けますでしょうか

サポートの窓口および時間帯につい
ては、要求仕様書「2.6.1 保守体制」
に記載のとおりです。

2

別紙2_IT
資産管理
システム要
求仕様
書.pdf

2.1
性能
及び
機能
に関
する
要件

9, 10 Microsoft
Windows
Server 2022
※沖縄県は
7,000ライセ
ンスを保有し
ている。

当該ライセンスは本調達システム
においても利用可能との理解で
相違ないでしょうかまた、OS、CAL
ともに調達不要との認識でよろし
いでしょうか

仕様書の記載を訂正します。
CALについては県保有分（Windows
Server 2022）を利用するため調達不
要です。

ただし、サーバー本体のOSライセン
スは調達時点の最新版とした上、ダ
ウングレード権行使により、ライセンス
違反の無いよう環境構築してくださ
い。

3

別紙2_IT
資産管理
システム要
求仕様
書.pdf

1.2.4
納入
期限

1 令和8年8月
24日(月)ま
でに移行・
動作確認も
含めた導入
作業を完了
すること。

本案件においてはサーバー及び
NAS 機器が含まれておりますが、
昨今の世界的な半導体不足やサ
プライチェーンの影響により、各
メーカーにおいて製品の納期遅
延が発生している状況がございま
す。

つきましては、やむを得ず納入期
限内での納品が困難となる場合
において、受注後の協議により納
期の延長等についてご調整いた
だくことは可能でしょうか。

もしくは、現時点で想定される納
期リスクを踏まえ、納入期限に一
定の猶予期間を設けていただく等
のご配慮をご検討いただくことは
可能でしょうか。

本業務の納入期限は仕様書の通り
「令和8年8月24日」であり、これを厳
守できることを前提として入札にご参
加ください。
ただし契約締結後、真に受注者の責
めに帰すことのできない事由により遅
延が発生した場合は、双方協議のう
え決定します。

万が一、受注者の責に帰すべき事由
により稼働開始が遅延し、現行シス
テムの延長等に伴う追加費用が生じ
た場合につきましては、契約書に基
づき、当該費用のご負担等について
協議させていただく場合があります。

4

要求仕様
書

2 最下
行

1.2.4納入期
限

昨今の半導体不足等によるサー
バ等の納期が懸念されますが納
品日の調整は可能でしょうか。

質問No.3の回答をご参照ください。

5

要求仕様
書

別紙
2

7 4監視システ
ム

弊社にて提案を予定しているシス
テムでは監視用PCは不要となりま
すが、その際は構成不要としても
よろしいでしょうか。

別紙「サーバ機器明細表」はあくまで
参考例として提示したものです。
ご提案いただくシステムにおいて、要
求仕様書「2.5.1 システム稼働・監視
等要件」等を満たし、システムの運
用・障害検知等に支障がないのであ
れば、監視用PCを構成に含めない
提案も可能です。

6

要求仕様
書

別紙
2

13 5 ソフトウェ
ア

要求仕様書p.2において、
WindowsServer2022のCALをお持
ちとのことでしたので調達不要とし
てよろしいでしょうか。

質問No.2の回答をご参照ください。

沖縄県企画部情報基盤整備課
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7

要求仕様
書

2 2 1.3スケ
ジュール概
要

スケジュールの詳細がございまし
たら共有頂けないでしょうか。

仕様書に追記しております。
ただし、具体的な移行・構築のスケ
ジュール詳細については、落札（契
約締結）後に受注者から提出される
「業務計画書（契約書案 第4条）」等
に基づき、本県と協議のうえで決定
するものとします。
仕様書「1.2.4 納入期限」に記載の最
終期限（令和8年8月24日）に間に合
うよう計画を策定してください。

8

入札書 入札金額は賃貸借期間の総額
（税抜）の記入で問題ないでしょう
か。

賃貸借期間の総額を記入してくださ
い。

9

様式第3号
同等の業
務等の実
績調書

入札保証保険を利用する際は提
出不要との認識でよろしいでしょう
か。

入札保証金免除のための手続き（別
紙5）と、入札参加資格要件としての
業務実績の証明（別紙4）は異なりま
す。

入札保証保険を利用して保証金を
免除する場合であっても、入札参加
資格の確認要件（別紙4「提出書類」
のカ）として、「様式第3号 同種の業
務等の実績調書」およびその添付書
類は必須となります 。


